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はじめに 

 

昭和 34 年（1959 年）に開港 100 周年の記念事業のひとつとして建設された現庁舎(７代目

市庁舎)は、築 50 年以上を経過し、施設・設備の老朽化が進んでいます。建設当時、約 130

万人だった横浜市の人口も、現在は約 370 万人まで増加し、市民ニーズの多様化や社会環境

に変化による業務の拡大に伴って、市庁舎周辺で勤務する職員は建設当時の２倍以上となる

約 6,000 人になりました。その結果、市役所機能（執務室）が、現在、市庁舎以外に約 20

の民間ビル・市所有施設に点在しており、分散化による市民サービスや業務効率の低下、年

間約 20 億円にのぼる民間ビル等の賃借料の負担という問題を抱えています。 

 新市庁舎の整備については、平成３年に「21 世紀にふさわしい市庁舎のあり方、条件など

市庁舎整備の基本的構想に関する重要な事項」について、当時の市長から「横浜市市庁舎整

備審議会」に諮問されました。平成７年には「横浜市市庁舎整備審議会」から、整備の必要

性、基本的理念と機能、規模及び形態、建設候補地について答申を受け、事前調査や基金の

積立などの準備を進めてきました。 

経済状況等により計画が具体化されずに推移した時期もありましたが、平成 19 年に「新

市庁舎整備構想素案」を公表し、20 年３月には、構想素案の考え方に基づき「北仲通南地区」

の用地を取得し、候補地を「港町地区周辺」と「北仲通南地区」としました。 

また、平成 21 年４月には、「新市庁舎整備を核とした事業手法検討委員会」から提言書を

受領し、「関内・関外地区活性化推進計画」にその内容を反映させました。平成 22 年 12 月

に策定した「横浜市中期４か年計画」では、「平成 25 年度までに新市庁舎整備基本計画を策

定すること」を目標に掲げ、検討を進める中で、23 年３月に東日本大震災が発生しました。 

従前からの課題に加え、災害時に司令塔としての役割を果たすために市庁舎を早期に整備

すべきという声も受けて、平成 24 年５月、市会に「新市庁舎に関する調査特別委員会」が

設置されました。 

本基本構想(案)は、新市庁舎の基本理念、機能、規模、整備場所等について、平成 24 年

６月から 11 月にかけて、同委員会を中心に検討された内容を整理したものです。 

今後、本内容について市民の皆様からのご意見等も伺った上で、基本構想としてとりまと

めていく予定です。 
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４ 新市庁舎の規模 

（１） 規模を算定する上で前提となる条件 

① 計画人口 

② 関内地区の職員数 
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【関内地区勤務職員数推移】 

5,938

1,635

4,303

5,622

3,959

1,663

 

 

 













○新市庁舎建設費等

○収支シミュレーションの条件

○試算条件

 《収支シミュレーションの結果》 
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